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１．͡めに
　現在，学校体育では，「体つくり運動」領域が小
学校1年から高等学校3年の全学年において必修領
域に位置付いている（文部科学省，2008；文部科学
省，2008；文部科学省，2009）．さらに，次期学習
指導要領においても，引き続き小学校から高等学校
において必修領域となった（文部科学省，2017；文
部科学省，2017；文部科学省，2018）．
　体つくり運動は，平成10年の学習指導要領改訂
時に「体操」から名称が変更された領域である．名
称変更の主な理由は，体力向上を直接的なねらいと
した体操領域の後継である「体力を高める運動」の
一本柱から，技能向上や体力向上を目的としない「体
への気付き」，「体の調整」，「仲間との交流」を含ん
だ「体ほぐしの運動」の内容が注目され，もう一本
の柱として追加されたことにあった．しかし，「前
身の『体操』の時から見ても活発とは言い難い状況」
と鈴木（2011）が指摘しているように，「体つくり
運動」へと名称を変えたものの，「体ほぐしの運動」
と「体力を高める運動」の両輪で進むべき「体つく
り運動」は，領域として様々な課題を未だに抱えて
いる状況と言える．青木ら（2003）は，「高校時で
の『体つくり運動』の経験割合は高まったが，認識
度は低かった」と述べており，生徒が「体つくり運
動」領域を認識せずに授業を受けている実態を報告
している．同様に，スポーツを学ぶ大学生を対象に
した檜皮（2013）の調査において，体つくり運動の

名称を認識していた学生は39％にとどまっている
ことがわかった．加えて，保健体育の教職課程に在
籍する大学生を対象に調査した鈴木（2018）は，体
つくり運動の名称を聞いたことがある学生は22％
にとどまったことを報告している．これらの結果か
ら，名称が変更されて約20年が経つ現在において
も，未だに領域を認識していない児童・生徒・学生
の存在が多数であると言える．つまり，体つくり運
動は，陸上競技などの他の領域と異なり，スポーツ
種目などの名称が領域名とはなっていないことに加
え，固有の運動が存在しないことが「体つくり運動」
の名称や内容への理解が進まない要因の一つと考え
られる．さらに，小・中・高等学校における体つく
り運動の授業実施率が他の単元と比べて低くなって
いることもこの問題に深く関係していると推察す
る．
　実際に，岡野ら（2010）による三重県の小学校教
諭を対象とした調査では，教員の8割以上が子ども
の体力低下は重大な問題であると認識しているにも
かかわらず，約4割の教員しか「体力を高める運動」
を単元として実施していない実態を報告している．
加えて，単元として実施された内容は「ストレッチ・
準備・整理体操」が最も多く，次いで「持久走」で
あった．さらに，青木ら（2008）によると，「体つ
くり運動」で経験している運動内容は，準備運動で
の柔軟体操や補強運動，持久走と言った単一的な内
容が中心であったと岡野らと同様の傾向を報告して
いる．さらに，深谷ら（2016）の愛知県の小学校教
員83名を対象とした調査では，体つくり運動の重
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要性は9割以上の教員が感じているものの，単元と
して実施しやすいと回答した教員は15.66％にとど
まったとしている．また，体つくり運動をウォーミ
ングアップ等で実施している教員は81.93％にのぼ
り，知識不足や自信のなさを理由に体つくり運動を
単元として実施できない教員の存在が示された．ま
た，岡山県の小学校教員84名を対象にした高田・
筒井（2017）の調査では，体つくり運動を「他領域
のウォームアップ・導入」として捉えている教員が
7割以上おり，「単元」を組んで実施している教員
は2割程度であることを明らかにしている．さらに，
体力を高める運動（多様な動きをつくる運動（遊
び））と体ほぐしの運動の必要性に関する値は高かっ
たものの，指導の自信については低い値となったこ
とを報告している．以上より，体つくり運動におい
ては，単元としての実施率や教師の指導内容に多く
の課題が残されていることもわかる． 
　その一方で，体つくり運動の授業を経験した大学
生の意識調査では，体つくり運動の授業が楽しかっ
たと回答した学生は9割以上となっており，形成的
授業評価における意欲・関心の値が高次で推移した
ことが示されている（鈴木，2018）．つまり，競争
的スポーツや技術獲得型スポーツが体育の運動教材
として多い中，技能の高まりを主なねらいとはしな
い「体つくり運動」領域への期待や子どもたちから
の需要は高いものと考える．鈴木（2011）はこのこ
とについて，「カイヨワのプレイ論の分類に依拠し
て体育という教育のカリキュラムを見たときに，そ
の大半を占めるアゴーン（競争）の運動と，それ
とは異なるミミクリー（変身）の
運動の他に，そのどちらでもない
運動を教えるという視点を持って
『体つくり運動』の授業のあり方
を検討している．体育が，人間と
運動の関係を問題にする以上，ア
ゴーンとミミクリーだけでそのカ
リキュラムが十分とは考えないか
らである」と述べ，体つくり運動
領域の体育における必要性につい
て説明している．そのため，今後，
体つくり運動における実施状況や
実施内容の把握とともに現場の状
況に応じた運動教材や指導方法を
検討していくことは体つくり運動
領域を充実・発展させていくため
には必要な観点と考える．

　そこで本研究は，教員を対象に校内における体つ
くり運動の実施状況を調査するとともに，実技講習
会で指導した運動内容についての内省を明らかにす
ることで，現場で求められている体つくり運動の教
材について検討することを目的とした． 

2�　ํ๏
2�1�対象者
　新潟県中越地区の小・中・特別支援学校の体育主
任86名（男性74名，女性12名）を対象にした．な
お，実験参加に際しては，参加者全員にヘルシンキ
宣言に準じて文書ならびに口頭による実験内容の説
明を行った上で研究参加への同意を得た．

2�2�ӡ動ࢦಋ日おΑͼௐࠪ日ɾ所ɾؒ࣌
　2018年4月11日，魚沼市堀之内体育館にて15：
00～ 16：30の90分間で実施した．「体つくり運動」
の実技指導を80分行った後に，自記式の質問紙調
査を10分程度の実施した．実技指導の講師は，「体
つくり運動」の実技指導歴12年の女性大学教員で
あった．

2���ʮମͭ͘Γӡ動ʯの実ٕࢦಋ༰
　80分間で実施した実技指導の内容は以下の通り
であった．
1）ペア体操
　ペアになる相手を交代しながら実施する二人組の
体操を実施した（図1）．音楽は，:$1,0$の「やっ
てみよう」（%30：130，2分50秒）を用いた．15
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分間の実施であった．

2）ふれあいペアラジオ体操
　藤瀬ら（2002）が考案した「ふれあいペアラジオ
体操」をもとに，筆者が修正した体操を実施した（図
2）．音楽は，ラジオ体操第1（3分18秒）を用いた．
50分間の実施であった．

3）シングルサークル隊形での体操
　シングルサークル隊形になり，全員で定型の動き
を繰り返した（図3）．音楽は，$,のみんながみん
な英雄（%30：117，3分2秒）を用いた．15分間
の実施であった．

の༰ࢴ問࣭ࣜه2���ࣗ
　実技指導後に回答させた質問項目は以下の通りで

あった．
1）性別と教員歴について．
2）昨年度，担当した学校種と学年について．
4） 昨年度の「体つくり運動」領域の実施有
無について．

5） 昨年度「体つくり運動」を実施した場合，
その総時間数と具体的な内容について． 

6） 講習会で実施した運動教材に対する意見．

��݁Ռٴͼߟ
　体育主任86名を対象に調査を行った結果，
有効回答者数は79名（88.4％，男性67名，
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女性12名）であった．学校種の内訳は，小学校54名，
中学校22名，特別支援学校3名であった．また，対
象者の教員経験歴は8.9±6.4年となった．

��1�ମͭ͘Γӡ動の実ࢪঢ়گ�
　昨年度，体つくり運動領域を実施した教員は79

名中78名（98.7％）であった．新潟県中越地区の小・
中・特別支援学校における，体つくり運動領域実施
率の高さが示された．この数値より，体つくり運動
が従前の「体操」領域から名称変更されて約20年
が経過し，体育科の内容として定着してきたものと
考えられる．その背景には，対象者の教員経験歴が
8.9年であったことから，対象者の多くの者が，体
つくり運動に名称変更された平成10年以降に採用
された教員であることも今回の高い実施率につな
がった要因と推測される．
　しかしながら，「体つくり運動」を実施しなかっ
た教員も1名（男性，小学校）おり，その理由では「ど
んなことをしたらよいかわからなかったから」と記
された．この回答者は教員歴が36年と長いものの，
体つくり運動への理解が不十分なまま現在に至って
いると思われ，指導に困難を抱えている教員の存在
も少数ではあるものの確認された．今回は，体育主
任に限定した調査であったため，実施しなかった教
員は１名にとどまったが，実際には領域への理解不
足で実施していない教員は一定数いるものと推察さ
れた．
　体つくり運動の実施時間数は， 6.2±4.0時間と
なった．ただし，実施時間数を回答した者は78名
中57名（73.1％）にとどまった．この背景としては，
単元としての実施ではなく，準備運動や他の単元の
導入などで実施していたため，時間数の把握ができ
ていない者がいたためと推察される．校種別には，
小学校5.9±4.8時間，中学校6.7±2.0時間，特別
支援学校8.0±0.0時間となった．中学校では，体つ
くり運動の内容の取扱いに関して，「授業時数を各
学年で7単位時間以上を配当すること」（文部科学
省，2008）とされている．しかし，本研究対象者の
中学校教員は，実施総時間数について7時間以下の
者は，3時間の実施が2名，4時間が1名，5時間が
1名，6時間が4名，無記名1名であった．このため，
体つくり運動を実施しているものの，その時数につ
いては7時間を満たしていない教員が40.9％いるこ
とがわかった．すなわち，単元として十分に実施す
ることに困難を感じている教員がいるものと考えら
れた．

��2�ମͭ͘Γӡ動の実ࢪ༰
　昨年度「体つくり運動」を実施したと回答した教
員78名に，その具体的な授業内容について記述さ
せた結果をまとめた．
　実施目的別にまとめると，最も多かったのが「体
力向上」を目的とした内容が27件であった．スト
レッチング（9件）やコーディネーショントレーニ
ング（3件）体力トレーニング（3件），体力テスト
対策（3件），サーキットトレーニング（2件），スキー
の陸上トレーニング（2件），筋力トレーニング（2件）
などであった． 示されたこれらの内容は確かに「体
力向上」を目指した「体力を高める運動」として実
施され得るものと考えられるが，先行研究（青木ら，
2008；岡野ら，2010）と同様に，内容としては単一
の運動が繰り返し実施されていると推察される．つ
まり，その多くは，内容に工夫の余地が残されてい
るものと考えられた．
　次に多かったのは「ペア・グループワーク，仲間
づくり」を目的とした内容で24件となった．具体
的には，縄跳び（長縄，ペア縄とび）（6件）やボー
ル運動（7件），じゃんけん遊び（3件），集団行動（3

件）等であった．これらの内容は，「体ほぐしの運動」
を目的に実施されていたものと推察される．他には，
「多様な動きをつくる運動（遊び）」の「用具を操作
する運動」や「体力を高める運動」の「巧みな動き
を高める運動」をねらった実施もあったと考えられ
る．「ペア・グループワーク，仲間づくり」を目的
とした実施が多かったことは，技能の向上を中心的
な目的とはしない体つくり運動への理解が現場でも
深まり，他領域とは異なった赴きの運動が実施され
ている傾向が示されたものと考える．しかしながら，
体力向上を目的とした実施と同様，その内容の充実
については検討の余地があるものと考えられた． 
　加えて，実施時期について，年度初めや学期初め
に「体つくり運動」を実施するという回答が32件
（40.5％）で，校種別には小学校で24件（44.4％），
中学校で8件（36.4％）認められたことより，体つ
くり運動が学級づくりや授業開きに適していると
考えている教員が小中学校で4割前後いることがわ
かった．南・池田（2018）は，「『仲間との交流』に
焦点を当てた『体ほぐしの運動』も，その後の体育
授業や学級内での活発なコミュニケーション活動に
つながるのではないかと考えられる」と述べている
通り，特に体ほぐしの運動でスムーズな学級経営や
授業開きへのきっかけを作りたいと考えている教員
が多いものと考えられる．
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　「体力向上」や「ペア・グループワーク，仲間づ
くり」を目的とする実施内容が示された一方で，運
動会・体育祭・学習発表会の練習を目的として実施
したのが7件，準備運動を目的として実施している
場合が2件，陸上競技大会に向けた練習が2件示さ
れた．件数は多くないものの，依然として体つくり
運動が他の単元の準備運動や学校行事の練習に当て
られている現状が確認できた．そのため，領域の存
在意義を再確認しながら授業内容の充実を図る機会
の必要性も考えられた．

に͍ͭͯࡐڭたӡ動͠ࢪձで実ڀݚ����
　体育主任を対象とした実技研修の内容について，
「とても役に立つ」55名（69.6％），「少し役に立つ」
23名（29.1％），「あまり役に立たない」1名（1.3％）
と回答が得られた．校種別に，小学校教員では，「と
ても役に立つ」40名（70.2％），「少し役に立つ」13

名（22.8％），「あまり役に立たない」1名（1.8％）
であった．中学校教員は，「とても役に立つ」13名
（59.1％），「少し役に立つ」9名（40.9％）であった．
特別支援学校では，「とても役に立つ」3名（100％）
となった（表1）．
　今回指導した運動内容は，対象者に概ね肯定的に
受け入れられたことがわかった．特に，7割の小学
校教員から「とても役に立つ」と回答が得られたこ
とより，今回実施した内容は，児童向けの運動教材
の傾向が強かったものと推測される．つまり，中学
生を対象とした運動として，系統性に着目しながら，

より発展的に工夫を要することが考えられた．
　肯定的な回答者からは，「帰ったら全校でやって
みます」や「早速子どもたちにやってみます」な
ど，即時的に実践を試みたい感想が得られた（表2）．
このことより，講習の場において，教員は授業で即
実践可能な教材を求めており，その期待に答えるこ
とが「体つくり運動」の教員研修の場では重要であ
ることが確認された．
　加えて，昨年度「体つくり運動」を実施しなかっ
た1名の教員（小学校・男性）は，「とても役に立つ」
と回答しており，今回の講習を通して体つくり運動
の領域や実技内容に対する理解が進んだものと推測
された．すなわち，体つくり運動を実施できていな
かった教員にとっても肯定的に捉えられる実技内容
であったことがわかった． 
　その一方で，「あまり役に立たない」と回答した
者が1名（小学校，男性）いた．その理由は，「仲
間同士の自己啓発っぽい感が強い．動きが細々しす
ぎてもっとシンプルで良い」であった．これは今回
の実技内容が体ほぐしの運動における仲間との交流
をベースにしたことによって，常にペアやグループ
で活動する運動であったことが要因と考えられる．
さらに，3種類の運動は全て，指導者が考えた動き
をインストラクションするものであった．そのため，
対象者にとっては覚えることが多過ぎたことも要因
と考えられる．つまり，教員を対象にした実技講習
の場では，よりシンプルな動きを用いながら，「体
ほぐしの運動」と「体力を高める運動」，「多様な動

表1　実ٕݚम༰におけるল

　 全体 小学校 中学校 特別支援学校
とても役に立つ 55名（69.6％） 40名（70.2％） 13名（59.1％） 3名（100％）
少し役に立つ 23名（29.1％） 13名（22.8％） 9名（40.9％） 0名（0.0％）
あまり役に立たない 1名（1.3％） 1名（1.8％） 0名（0.0％） 0名（0.0％）
役に立たない 0名（0.0％） 0名（0.0％） 0名（0.0％） 0名（0.0％）

表2　ࣗ༝هड़の༰
帰ったら全校でやってみます（小学校・男性）
とても面白かったし，わかりやすかったです．教わったことを早速子どもたちとやってみます．（小学校・
男性）
今学期の授業開きでもやりたいと思います．（中学校・女性）
とても良い体操ですね．自分での授業でやってみます．（小学校・男性）
今年は低学年の担任なので，今日のような音楽に合わせた動きはぜひ実践したいと思いました．（小学校・
女性）
特に新しいクラスになって緊張状態の子どもたちに有効かと思います．アイスブレイクの意味でも有効と
感じます．（小学校・男性）
少人数が多い地域なので全校でもできそうです．（小学校・男性）
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きをつくる運動（遊び）」のバランスを考え，一人
でも実施可能な運動内容も教材として紹介する必要
性が確認された． 

��まとめ
　本研究では，新潟県中越地区の体育主任を対象に
校内における体つくり運動の実施状況を調査すると
ともに，実技講習会で指導した運動内容についての
内省を明らかにすることで，現場で求められている
体つくり運動の教材について検討することを目的と
した．自記式質問紙で調査した結果，以下のことが
明らかになった．
　新潟県中越地区の小・中・特別支援学校における
体つくり運動領域の実施率は98.7％と高く，「体つ
くり運動」が体育科・保健体育科の内容として定着
している傾向が示された．しかしながら，単元とし
て実施するには至っていない教員の存在も確認でき
た．
　体つくり運動の授業内容は，「体力向上」と「ペア・
グループワーク，仲間づくり」をねらった取り組み
が多かった．また，授業開きや学年・学期初めの授
業としての実施している教員が4割以上おり，各学
校の必要性に応じた取り組みがなされていた．しか
しながら，体つくり運動には固有の運動が存在しな
いため，その実施内容については，運動内容の工夫
という点については，依然として課題が残されてい
ることも確認できた．具体的には，体力向上のため
に単調な筋力トレーニングを実施していたり，準備
運動や運動会等の練習として実施したいたりする実
態もあり，学習指導要領に示されている内容を踏襲
する内容には至っていない実施内容が明らかになっ
た．
　今回指導した3つの実技内容は，対象者より概ね
肯定的に受け入れられたことがわかった．その要因
としては，すぐに現場で実践できる内容であること
が重要であることもわかった．そのため，今後現場
での活用を目指した運動教材の考案には，体つくり
運動の領域特性や領域の役割を念頭に置きながら，
「学校での教え易さ」に考慮した内容や「学校での
必要感」に応じることができる柔軟性のある内容と
なるように配慮しながら検討を進めることが重要で
あると考えられた．その際には，体ほぐしと体力向
上の内容をバランスよく取り入れ，ペアやグループ
での実施のみならず，一人でも実施できる運動も合
わせて紹介する必要性も示された．
　最後に，依然として単元で体つくり運動を実施し

ていない教員の存在が示されたことより，講習の場
では個々の運動を提供することにとどまらず，7時
間程度の単元計画の例も示しながら，領域への理解
をより深められることが重要であると考えられた．
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